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自己資本管理方針 リスク管理の体制信　用　事　業

自己資本の状況

　自己資本管理とは、自己資本充実に関する施策の実施、自己資本充実度の評価及び自己資本比率の算定を行
うことです。当組合では、内部留保の積み増しにより、自己資本の充実に努めており、自己資本比率が国際統一
基準の8％を大きく上回っています。また、「自己資本比率算出要領」及び「自己資本比率算出事務手続」を制定し、
系統BISシステムにより、自己資本比率を的確に算出しています。
　なお、組織面では、事業推進部門から独立した総務経営対策室が自己資本比率を算出し、けん制機能が発揮さ
れる態勢を整備しています。

《 自己資本比率の状況 》
　当組合では、多様化するリスクに対応するとともに、組合員や利用者のニーズに応えるため、財務基盤の強化
を経営の重要課題として取り組んでいます。内部留保に努めるとともに、不良債権処理及び業務の効率化等に
取り組んだ結果、平成30年3月末における自己資本比率は、15.76％となりました。

《 経営の健全性の確保と自己資本の充実 》
　当組合の自己資本は、組合員の普通出資によっています。

　当組合は、「自己資本比率算出要領」を制定し、適正なプロセスにより正確な自己資本比率を算出して、当組合
が抱える信用リスクやオペレーショナル・リスクの管理及びこれらのリスクに対応した十分な自己資本の維持
を図るとともに、内部留保の積み増しにより自己資本の充実に努めています。
　また、平成19年度から信用リスク、オペレーショナル・リスク、金利リスクなどの各種リスクを個別の方法で
質的または量的に評価し、リスクを総体的に捉え、自己資本と比較・対照し、自己資本充実度を評価することに
より、経営の健全性維持・強化を図っております。
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主な事業の内容

　信用事業は、貯金、貸出、為替など、いわゆる銀行業務といわれる内容の業務を行っています。この信用事業は、
農協・信連・農林中金という３段階の組織が有機的に結びつき、「JAバンク」として大きな力を発揮しています。

（1）貯金業務
　組合員の方はもちろん、地域住民の皆さまや事業主の皆さまからの貯金をお預かりしています。普通貯金、当座
貯金、定期貯金、定期積金、総合口座などの各種貯金を目的、期間、金額にあわせてご利用いただいています。また、
公共料金、都道府県税、市町村税、各種料金のお支払い、年金のお受け取り、給与振込等もご利用いただけます。

種　　類 特　　　　徴 期　　間 お預入金額

1円以上

1円以上

1円以上

1円以上

1円以上

1円以上

1円以上

1円以上

1円以上

1円以上

1円以上

1円以上

1円以上

1,000円以上
（1円単位）

1,000万円以上
1円単位

ご入金・出し入れ自由

ご入金・出し入れ自由

ご入金・出し入れ自由

ご入金・出し入れ自由

ご入金・出し入れ自由

積立期間３年以上

積立期間５年以上

積立期間５年以上

６ヶ月以上５年以内

ご入金は自由
お引き出しは納税目的

１年、２年、３年

最長３年
（据置期間１年）

エンドレス型（無期限） 
満期型（6ヶ月以上10年以内）
年金型（12ヶ月以上）

（定型方式）
　１･３･６ヶ月、１～５年
（期日指定方式）

預入日の7日後～5年後の応当日前日

（定型方式）
１･３･６ヶ月、１～５年
（期日指定方式）
１ヶ月を超え５年未満

７日以上

総 合 口 座

普 通 貯 金

決 済 用 貯 金

当 座 貯 金

貯 蓄 貯 金

納 税 準 備 貯 金

通 知 貯 金

普通貯金に定期貯金（貯める）、給与・年金の自動振込（受け
取る）、公共料金等の自動支払（支払う）、自動融資（借りる）、
4つの機能を併せ持った便利な口座です。
いつでも出し入れ自由で、家計簿代わりに使用できます。
また、公共料金等の自動支払、給与振込、配当金・年金の自動
受取りにもご利用いただけます。

特徴は普通貯金と同様ですが無利息です。なお、貯金保険
制度において全額保護の対象となっています。

小切手・手形の支払資金で商取引の決済口座としてご利用
いただけます。

公共料金等の自動支払や給与・年金等の受取りはできません
が、貯金残高に応じて５段階の金額階層別金利を適用します。

納税準備にご利用下さい。お利息は非課税です。

まとまった資金の短期運用に大変便利です。
（引き出しは２日前までに通知が必要です。）

余裕資金を有利に運用できる定期貯金です。

安全有利な運用に適した貯金で、３年以上のものは半年複利
でお得です。（個人のみ）

預入日から６ヶ月ごとに市場金利に連動して適用金利が
変更されます。

１年据置期間後なら１ヶ月前までに期日の指定をすればいつ
でも引き出し可能です。さらに貯金の一部引き出しも可能です。

一定額を積立し、一定時（進学・旅行等）にまとまった資金を
得る目的の定期貯金です。

積立目的が自由で給与・賞与から天引きで積み立てる貯金
です。（課税扱い）

老後の公的年金を補完する目的で給与・賞与から天引きで
積み立てる貯金です。財形住宅との合計で 550万円まで
非課税の扱いができます。
マイホームの取得や増改築を目的に給与・賞与から天引き
で積み立てる貯金です。財形年金との合計で 550万円まで
非課税の扱いができます。

積立期間を定め定期的に掛金を払込み、満期日にまとまった
給付金を受取る積立です。定額式･目標式･逓増式･満期分散
式･ボーナス併用式の５種類があります。

大口の余裕資金の運用にご利用いただけます。必要な時は、
満期日以前に譲渡することもできます。

定 期 積 金

譲 渡 性 貯 金

大 口 定 期

スーパー定期

変動金利定期

期日指定定期

積 立 式 定 期

一般財形貯蓄

財形年金貯蓄

財形住宅貯蓄

定
期
貯
金

財
形
貯
蓄

《 主な貯金の種類 》

50,000円以上
（1円単位）

1,000万円以上
（1円単位）
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